
五島市の給与・定員管理等について 

１ 総括 
（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口

（１９年度末） 
歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 

人件費

率 

Ｂ/Ａ 

(参考) 

18 年度の人件費率

１９年度 ４４,１６７人 270 億 593 万 5 千円 4億9,344万2千円 55 億 926 万 1 千円 ２０．４% １８．１% 

 （注）１ 人件費には、退職手当組合負担金及び特別職に支給される給料、報酬等を含みます。 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給   与   費 

区 分 

 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉 計  Ｂ 

１人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

１９年度 ５９５人 23 億 5,570 万 9 千円 3億 4,556 万 1千円 9億7,979万 6千円 36 億 8,106 万 6 千円  618 万 7 千円

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

          

 

（３） 特記事項  給与の抑制措置 

   ① 職員の給与の１０％引き下げ（平成１８年４月１日より実施） 

 

   ② 常勤の特別職給与の２０％引き下げ（平成１８年４月１日より実施） 

役  職 引き下げ前の給料月額 引き下げ後の給料月額 引き下げ額 

市  長 ８３０，０００円 ６６４，０００円 １６６，０００円 

副 市 長 ６８０，０００円 ５４４，０００円 １３６，０００円 

教 育 長 ６０３，０００円 ４８２，４００円 １２０，６００円 

 

  ③ 管理職手当の支給率を１～２％引き下げ（平成１７年４月１日より実施） 

役  職 引き下げ前 引き下げ後 

課 長 級 給料月額の１２％ 給料月額の１０％ 

課長補佐級 給料月額の ８％ 給料月額の ７％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（４） ラスパイレス指数の状況（平成２０年４月１日現在） 
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（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 

      給与水準を示す指数である。 

 ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

   単純平均したものである。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 
（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市  ４２．９歳 ３１１，６８３円 ３５２，８６６円 ３３８，６７２円

長 崎 県  ４３．５歳 ３５６，０４９円 ４４０，９９８円 ３９３，５７３円

国  ４１．１歳 ３２５，１１３円 ― ３８７，５０６円

類 似 団 体  ４３．３歳 ３２９，７８０円 ３７４，８１９円 ３５６，７６２円

②技能労務職 

 公 務 員  民  間 参 考 

区   分 平 均 年

齢（歳） 

職員数 

（人） 

平均給料月

額（円） 

平均給与

月額（Ａ）

（円） 

平均給与月

額（国ベー

ス）（円）

対応する

民間の類

似職種 

平均年齢 

（歳） 

平均給与月額 

（Ｂ）（円） 

Ａ／Ｂ 

五 島 市 46.7 歳 37 332,132 円 352,926 円 350,536 円  ―    

うち用務員 48.0 歳 24 342,092 円 361,350 円 359,196 円 用務員 53.9 歳 225,900 円 1.60 

うち運転手 41.2 歳   2 285,000 円 319,285 円 316,235 円 自家用自

動車運転

手 

56.9 歳 219,900 円 1.45 

 

うち清掃職員 42.8 歳   2 283,400 円 296,929 円 293,160 円 廃棄物処

理業従業

員 

43.6 歳 229,700 円 1.29 



長 崎 県  45.7 歳 558 319,526 円 374,779 円 345，837 円  ―    

   国 48.9 歳 4,784 284,679 円 

 

  － 320,623 円  ―    

類似団体 47.7 歳 35 303,102 円 325,939 円 316,383 円  ―    

 

 

参      考 

年収ベース（試算値）の比較 

 

区  分 

 
公 務 員 

（Ｃ） 

民  間 

（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

五島市 ５，８６５，９７７円     －    － 

うち用務員 ６，０１７，１８８円 ３，２２７，４００円 １．８６ 

うち運転手 ５，１４２，５０５円 ３，２９６，１００円 １．５６ 

 

うち清掃職員 ４，９１１，１２９円 ４，１７０，０００円 １．１８ 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１７年～１９年の３ヵ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するものではない。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員におい

ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

 

③小・中学校（幼稚園）教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市 ４４．３歳 ３３５，５２２円  ３５４，２２９円  ３４７，４９８円

長 崎 県 ４３．１歳 ３９３，４８０円  ４５８，６０３円  ―   

類 似 団 体 ４３．８歳  ３３０，１９２円  ３４８，４０３円  ―   

 

④消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市 ４０．８歳 ２８３，７１９円 ３２９，１５４円 ３０４，８９５円 

類 似 団 体 ４０．３歳 ３０５，９７１円 ３６５，６３１円 ３３２，５８３円 

 

 



（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。         

     ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手

当などの諸手当の額を合計したものである。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の

平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため

国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

（２）職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在） 

五島市 長崎県 国 
区   分 

初任給 初任給 初任給 

大学卒 １５４，９８０円 １７２，２００円 １７２，２００円 
一般行政職 

高校卒 １２６，０９０円 １４０，１００円 １４０，１００円 

技能労務職 高校卒 １２６，０９０円 １５４，３００円 －      

 

（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２１年 

大学卒 ２３９，６２５円 ２９２，５９０円 ３４２，９００円 
一般行政職 

高校卒 １９８，２７０円 ２４４，８００円 ３０８，９３４円 

区   分 経験年数１０年 経験年数１４年 経験年数２１年 

技能労務職 高校卒  ２３７，８７０円 ３０１，８６０円 

※ 経験年数に近似の職員がいない項目は、空欄となっています。 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

６級 
課長 

支所長 
２７人 ６．２％

５級 課長補佐 ８１人 １８．６％

４級 係長 １７９人 ４１．０％

３級 
係長 

上級係員 
９９人 ２２．７％

２級 上級係員 ３７人 ８．５％

１級 事務職員 １３人 ３．０％

（注）１ 五島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

      ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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（注） 平成２０年１月に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び 

     ５級をそれぞれ統合） 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 

○ 勤務成績が良好でない者や、病休・休職等で昇給期間の６分の１以上勤務しなかっ

た者、育児休業中の者等は、次期昇給期が延伸されます。 

○ 現在、人事評価制度を試行中です。 

 

４ 職員の手当の状況 

（１） 期末手当・勤勉手当 

五 島 市（企業職を除く） 長  崎  県 国 

１人当たり平均支給額（１９年度） 
１５７万３千円 

１人当たり平均支給額（１９年度）
１８５万８千円 

－ 

（１９年度支給割合） 
    期末手当     勤勉手当 
   ３．０ 月分   １．５０月分 
   (１．６)月分   (０．７５)月分 

（１９年度支給割合） 
    期末手当    勤勉手当 
  ３．０ 月分   １．５０ 月分
 (１．６)月分   (０．７５)月分

（１９年度支給割合） 
    期末手当    勤勉手当 
  ３．０ 月分   １．５０ 月分
 (１．６)月分   (０．７５)月分

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加

算措置 
・役職加算    ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

加算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２０％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加

算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 

 

 

 

 



【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 

○ 成績率 

・標準：75.0/100 

・基準日前６ヶ月において、懲戒処分を受けた者：56/100 から 36/100 

○ 期間率 

・ 標準：期間率100/100 

・ 基準日前６ヶ月間において、勤務しなかった日から週休日、休日を除いた期間が

３０日を超える場合は除算期間となります。 

 

 

 

 

（２） 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

五   島   市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分

勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分

勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （5%～50%加算） 

  

自己都合 勧奨・定年 １人当たり 

平均支給額 １，３６８万５千円 ２，６５７万２千円

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算） 

   

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 

 

（３） 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在） 

区     分 企業職を除く 

支給実績（１９年度決算）（企業職を除く） ２，５３５万９千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） ２８８，１７３円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） １２．０％ 

手当の種類（手当数） １４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する支

給単価 

徴収事務従事者

手当 

市税の徴収事務に専従

する職員 
市税の徴収事務 月額 3,500 円 

福祉事務従事者

手当 

福祉事務従事職員のう

ち、現業又は査察事務

に従事する職員 

福祉事務のうち、現業又は査察事務 月額 8,800 円 



行旅死亡人等収

容手当 

行旅死亡人、行旅病人

の収容に従事した職員 
行旅死亡人、行旅病人の収容 

○行旅死亡人の収容 

１件につき 4,000 円 

○行旅病人の収容 

１件につき 1,600 円 

感染症防疫作業

従事者手当 

感染の危険がある作業

等に従事した職員 

感染症又は家畜伝染病が発生し、又は発生

するおそれがある場合において、感染症の

患者（患畜）若しくは感染症の疑いのある

患者（疑似患畜）の救護又は感染症の病原

体の付着した物件若しくは付着の危険があ

る物件の処理作業 

日額 600 円 

養護老人ホーム

勤務手当 

養護老人ホームに勤務

する介護職員 
養護老人ホームにおける介護業務 月額 3,200 円 

高所勤務手当 
高所において作業等に

従事する職員 

地上５メートル以上の箇所における工事の

指導監督又は作業 
日額 270 円 

医師手当 診療所の医師 

診療所で医療に従事する医師 

（他の診療所及び保健センター等における

医療に従事したときは、加算あり） 

月額 308,000 円 

（１回につき 22,000

円を加算） 

往診手当 診療所の医師 往診に従事するもの 
往診料の額 

（30 万円限度） 

校医手当 診療所の医師 市内の小中学校の校医であるもの 
１校につき 

年額 75,500 円 

保育所医手当 診療所の医師 市内の保育所医であるもの 
１保育所につき 

年額 20,000 円 

予防接種手当 診療所の医師 予防接種に従事 １日 2,700 円 

離島勤務手当 
離島に所在する出張所

等に勤務する職員 

離島に所在する出張所（出張所分室を含

む。）、診療所（分院を含む。）、小中学校及

び保育所に勤務する職員 

月額 23,000 円 
（ただし、支給日から３

年を経過した者及び通

勤により勤務する者に

ついては、月額3,000円）

用地交渉手当 
用地交渉業務に従事す

る職員 

用地の取得又は処分のため継続的に交渉業

務に従事 
日額 350 円 

放射線取扱手当 
放射線照射作業に従事

する職員 

エックス線その他の放射線を人体に対して

照射する作業に従事 
日額 230 円 

 

（４） 時間外勤務手当 

支給実績（１９年度決算）（企業職を除く） ７，５８１万５千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） １０５，４４５円

支給実績（１８年度決算） ４，６７０万８千円

職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） ６０，９７６円

（５） その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制

度との

異同 

国の制度

と異なる

内容 

支給実績（１９年

度決算）※企業職

を除く 

支給職員１

人当たり平

均支給年額

(１９年度

決算) 

配偶者              13,000 円 

配偶者以外の扶養親族２人まで  6,500 円 

扶養手当 

配
偶
者
以
外 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人

11,000 円 

同じ   

 

1 億 2,796 万 3 千円

 

   

259,034 円



満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末ま

での子           5,000 円加算 

地域手当 

当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当

該地域における物価等を考慮して規則で定める

地域に在勤する職員に支給する 
同じ  10 万 6 千円 17,641 円

自宅居住職員（※自宅の新築・購入から 5年間に

限る)                2,500 円 
住居手当 

借家・借間居住職員（月額 12,000 円を超える家

賃を支払っている職員）    27,000 円以内 

同じ  4,482 万 6 千円 207,527 円

交通機関を利用して通勤する職員(2km 以上) 

55,000 円以内 
通勤手当 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員(2km

以上・使用距離に応じて)    24,500 円以内 

同じ  2,652 万 5 千円 72,274 円

単身赴任

手当 

公署を異にする異動等に伴い転居し、やむを得な

い事情により配偶者と別居することとなった職

員で、当該異動の直前の住居から当該異動の直後

に在勤する公署に通勤することが困難であると

認められるもののうち、単身で生活することを常

況とする職員 

・23,000 円＋加算額 

※加算額は距離に応じて 6,000 円～45,000 円 

同じ  428 万 4 千円 306,000 円

管理職手

当 

管理又は監督の地位にある職員 

・課長級：給料月額の 12％ 

・課長補佐級：給料月額の 8％ 

(※ただし、H17.4.1 から当分の間 12%は 10%、8%

は 7%で支給する) 

異なる

国：8～25％

 

※支給割合

が異なる 

3,059 万 7 千円 397,369 円

初任給調

整手当 

医療職給料表の適用を受ける職員の職に新たに

採用された職員  

・306,900 円(採用の日から 35 年の期間に限る) 

異なる

国：採用の

日以後の期

間の区分に

応じて額が

変動 

1,104 万 8 千円
3,682,800

円

休日勤務

手当 

休日において正規の勤務時間中に勤務すること

を命ぜられ、勤務した場合 

※勤務１時間当たりの給与額×135/100×休日勤

務時間数 

異なる

※勤務１時

間あたりの

給与額の算

出方法が異

なる 

3,058 万 6 千円 343,666 円

宿日直手

当 

宿日直勤務を命ぜられた職員 

・勤務１回につき 4,200 円（入院患者の病状の急

変等に対処するための医師の宿日直勤務にあっ

ては 20,000 円、看護師の宿日直勤務にあっては

7,200 円） 

異なる

国：勤務時

間が 5 時間

未満の場合

は、百分の

五十を乗じ

て得た額 

666 万 9 千円 555,733 円

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前

５時までの間に勤務した場合 

※勤務１時間当たりの給与額×25/100×深夜勤

務時間数 

異なる

※勤務１時

間あたりの

給与額の算

出方法が異

なる 

387 万 3 千円 44,010 円

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当を受給している職員が、臨時又は緊急

の必要等により、週休日、休日等に勤務した場合

・課長級：6,000 円 ・課長補佐級：4,000 円 
異なる

国：管理職

手当８％適

用職員は支

給されない

0千円 0円

医師調整

手当 

旧玉之浦町玉之浦診療所に勤務していた医師で

引き続いて五島市玉之浦診療所に勤務するもの 

・460,000 円（※平成 20年 9 月までの間に限る）

  552 万円
5,520,000

円

へき地手

当 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１０条の５の規定に準じて支給する。 

・給料及び扶養手当の月額の合計額の 100 分の

25 を超えない範囲内 

  40 万 5 千円 101,264 円



へき地手

当に準ず

る手当 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１０条の６の規定に準じて支給する。 

・給料及び扶養手当の月額の合計額の 100 分の 4

を超えない範囲内 

  0 千円 0円

義務教育

等教員特

別手当 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１８条の２の規定に準じて支給する。 

・月額 22，000 円を超えない範囲内 

  21 万 4 千円 53,400 円

特定任期

付職員業

績手当 

特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げた

と認められる職員 

・給料月額に相当する額 

同じ  99 万 6 千円 996,300 円

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在） 

区   分 給料月額等 （参考）類似団体における最高／最低額

給 

料 

市 長 

副市長 

 

８３０，０００円 （６６４，０００円） 

６８０，０００円 （５４４，０００円） 

 

 

９４０,０００円／２５９,０００円 

７６９,０００円／２４９,０００円 

 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

４３３，０００円 （４１１，３００円）

３５１，０００円 （３３３，４００円）

３３５，０００円 （３１８，２００円）

５９８,０００円／２３０,０００円 

５２２,０００円／２００,０００円 

４６５,０００円／１８０,０００円 

市 長 

副市長 

（１９年度支給割合） 

３．３月分 
期 

末 

手 

当 

議 長 

副議長 

議 員 

（１９年度支給割合） 

３．３月分 

退
職
手
当 

市 長 

副市長 

 （算定方式）             （１期の手当額）    （支給時期） 

報酬月額×支給割合 600/100×在職年数  19,920,000 円        任期毎     

 報酬月額×支給割合 360/100×在職年数   9,792,000 円        任期毎   

 

※ １ 市長、副市長については平成１８年４月１日から給料の 20％減額を実施しており、（ ）書きは減

額後の額です。 

※ ２ 議長、副議長及び議員については平成１９年１月１日より報酬の 5％減額を実施しており、（ ） 

書きは減額後の額です。 

※ ３ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期 

    （４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込み額である。 



 

６ 職員数の状況 
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

職  員  数     区 分 

 

部 門 

平成 19 年 

4 月 1 日現在 

平成 20 年 

4 月 1 日現在

増減数 主な増減理由 

議  会 6  6

総務企画 181 169 ▲12

税  務 38  35  ▲3

農林水産 61 53 ▲8

商  工 19 19

土  木 47 44 ▲3

民  生 68 55 ▲13

衛  生 60 58 ▲2

退職不補充、部門間異動による減員
一
般
行
政
部
門 

小  計 480 439 ▲41

<参考> 

人口１万人当たり職員数 99.40 人 

（類似団体の人口１万人当たりの

職員数   98.56 人） 

教  育 62 58 ▲4

消  防 97 98 1
退職不補充、部門間異動による減員

特
別
行
政 

 
 

部
門 

小  計 159 156 ▲3  

病  院 18 16  ▲2

水  道 40 38 ▲2

交  通 7 5 ▲2

そ の 他 32 37 5

退職不補充、部門間異動による減員

公
営
企
業
等 

 
 
 
 

会
計
部
門 

小  計 97 96 ▲1  

合  計 
736 

[911] 

691

[911]

▲45

[0]

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

156.45 人 

 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 
    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在） 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳

～ 

27歳

28歳 

～ 

31歳 

32歳

～ 

35歳

36歳

～ 

39歳

40歳

～ 

43歳

44歳

～ 

47歳

48歳

～ 

51歳

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳

 

以上

計 

職員数 
人 

０ 

人 

２０ 

人

３３

人 

５５ 

人

９６

人

８０

人

６４

人

６７ 

人

９７ 

人 

１０５ 

人 

７１ 

人

３ 

人

６９１ 

 



0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

2
0
歳
未
満

2
0
～

2
3

2
4
～

2
7

2
8
～

3
1

3
2
～

3
5

3
6
～

3
9

4
0
～

4
3

4
4
～

4
7

4
8
～

5
1

5
2
～

5
5

5
6
～

5
9

6
0
歳
以
上

構成比
3年前の構成比

 

 

 

（３）定員適正化計画 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 H22 年度 H17～H22 年度 

 計画前年 1 年目 2 年目 3 年目 4 年目 5 年目 6 年目 計 

減員  ▲２５ ▲２６ ▲３６ ▲６１ ▲２５ ▲３４ ▲２０７ 

増員   １４   ３   ６  １６   ２   ６   ４７ 

差引  ▲１１ ▲２３ ▲３０ ▲４５ ▲２３ ▲２８ ▲１６０ 

職員数 ８００ ７８９ ７６６ ７３６ ６９１ ６６８ ６４０    ― 

※ Ｈ１６年度は、平成１６年８月１日合併時の職員数です。 

職員の定員適正化計画については、国が示す定員モデルの数値及び類似団体別職員数等の状況の分析や、将

来の行政需要等を勘案して平成１８年８月１７日付で策定しています。 

定員適正化の手法としては、今後、行政改革大綱及び行政改革実施計画に基づき、事務事業・組織機構の見

直し等を進めながら、適正化に努めることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ 公営企業職員の状況 
（１）水道事業  
①職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 総費用 Ａ 純損益又は実質収支 職員給与費Ｂ 
総費用に占める職員給与費比率  

Ｂ／Ａ 

１９年度 ５億７４０万３千円  ２,２０７万円 ９,４９９万９千円           １８．７％ 

 

 

給   与   費 

区 分 

 

職員数 

Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉 計  Ｂ 

１人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

１９年度 １７人 ６,１７０万２千円 ７８９万２千円 ２,５４０万５千円 ９,４９９万９千円 ５５８万８千円

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

    ２ 職員数は平成２０年４月１日現在の人数である。 

 

イ 特記事項  給与の抑制措置 

   ・ 職員の給与の１０％引き下げ（平成１８年４月１日より実施） 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在） 

区 分 平均年齢      基本給 平均月収額 

五 島 市   ４２．３歳 ３２９，６５８円 ４７０,１２９円 

団体平均   ４５．５歳 ３７４,５５２円 ５７１,２４２円 

事業者      歳 円 

（注） 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。 

 平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。 

 

③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

企  業  職 五島市（企業職を除く） 

１人当たり平均支給額（１９年度） 
１４９万４千円 

１人当たり平均支給額（１９年度） 
   １５７万３千円 

（１９年度支給割合） 
    期末手当     勤勉手当 
   ３．０ 月分   １．５０月分 
   (１．６)月分   (０．７５)月分 

（１９年度支給割合） 
    期末手当    勤勉手当 
  ３．０ 月分   １．５０ 月分 
 (１．６)月分   (０．７５)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算    ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 

 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 



 

イ 退職手当（平成２０年４月１日現在） 

企  業  職  五島市（企業職を除く） 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分

勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分

勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （5%～50%加算） 

  

自己都合 勧奨・定年 １人当たり 

平均支給額 １,３６８万５千円 ２,６５７万２千円

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （5%～50%加算） 

   

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に五島市を退職した全職種に係る職員に支給された平均

額である。 

 

ウ 時間外勤務手当 

支給実績（１９年度決算） １１８万８千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） ６９,８７３円

 

エ その他の手当（平成２０年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一般行政

職の制度

と異なる

内容 

支給実績（１

９年度決算）

※ 

支給職員１人

当たり平均支

給年額(１９

年度決算) 

配偶者              13,000 円 

配偶者以外の扶養親族      6,500 円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人

11,000 円 

扶養手当 
配
偶
者
以
外 満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年度末ま

での子           5,000 円加算 

同じ  411 万 4 千円 316，435 円

自宅居住職員（※自宅の新築・購入から 5年間に

限る)                2,500 円 
住居手当 

借家・借間居住職員（月額 12,000 円を超える家

賃を支払っている職員）    27,000 円以内 

同じ  164 万 4 千円 205，507 円

交通機関を利用して通勤する職員(2km 以上) 

55,000 円以内 
通勤手当 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員(2km

以上・使用距離に応じて)    24,500 円以内 

同じ  45 万 7 千円 41，559 円

管理職手

当 

管理又は監督の地位にある職員 

・課長級：給料月額の 12％ 

・課長補佐級：給料月額の 8％ 

(※ただし、H17.4.1 から当分の間 12%は 10%、8%

は 7%で支給する) 

同じ  48 万 9 千円 
489，456 円



 


